
 

 
 
 
 
 
 

ラオス国刑事訴訟チャート 

本省令チャートの日本語訳（添付の資料及び注釈を含む）は、JICA 技術協力専門家

が業務上作成した成果物を、日本の企業・個人の皆様がラオスの当該省令を理解する

ための参考資料として公開するものです。 
法律上の問題に関しては省令のラオス語原文を参照してください。 
JICA は、本省令チャートの日本語訳（添付の資料及び注釈を含む）の内容の正確性

について保証せず、利用者が本省令チャートの日本語訳（添付の資料及び注釈を含む）

を利用したことから生じる損害に関し、いかなる責任も負いかねます。 
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捜査開始に至る原因の存在 

（86 条） 

 

捜査不開始命令の発付 

（93 条） 

捜査開始命令の発付 

（84 条、91 条） 

捜査の実施 

（9５条３項） 

（捜査の）まとめと検察への送致 

（150 条） 

捜
査
機
関
に
お
け
る
刑
事
訴
訟
の
手
続
き
過
程

 

事件の却下（終了） 
（148 条） 

-事件手続の中止 

（146 条） 

Œ ６条に定める原因がある。証拠不十分 
Œ 検察に報告（150 条最終項） 
Œ 直ちに被疑者を釈放し、証拠品や合法的な財産を当事者に 
  返却する 
Œ 続行（再開）可能（149 条３項）（法的却下を除く 149 条１項） 
----もし刑訴法６条８項に従い棄却の場合、民事損害につきまとめ、裁

判所に提案する。 
 
 

-告訴又は通報がある（87 条） 

-犯人の自首（88 条） 

-犯罪の痕跡の発見（89 条）、その告訴又は通報が権限外の場合、当該告訴又は通報を、権限と義務を有する機関に検討

するように送付しなければならない（90 条 1 項 3 号）。必要があれば、連行（137 条）、拘束（138 条）又は現行犯逮捕 

（140 条）。 犯罪に関する確実な根拠がある場合、24 時間以内に検察の長に報告しなければならない（95 条 1 項） 

弁護人選任権（14 条 1 項） 

 

Œ 確実な情報がある（91 条 1 項） 

Œ 捜査機関の長が命令を発付した場合、検察の長へ報告

しなければならない （91 条２項） 

 

Œ 捜査開始に至らない原因の存在  

（92 条） 
Œ- 告訴人又は通報者に通知、7 日以内に 
 上訴可能（93 条） 

Œ 捜査手段 （113 条～134 条）及び強制手段（135 条～145 条）の利用（身柄拘束を除く 13 条） 

Œ Major  offense（トサヌトード）は捜査開始命令発付日より２ヶ月以内に（捜査を）完了しなければならないが、２ヶ月ごとの延

長が可能。但し、６ヶ月を超えることはできない。重大な犯罪３ヶ月であり、３ヶ月ごとの延長が可能。但し、1 年を超えること

はできない（110 条） 

Œ 権利と義務を告知（116 条 2 項） 

  捜 条 条  
Œ 被疑者が隠れ、逃走、所在不明、犯人が不明、 

-Œ 被疑者が重病又は精神障害 

Œ ２４時間以内に検察に報告 

Œ 続行（再開）可能（147 条） 

Œ 被疑者が罪を犯した十分な証拠がある 

Œ ３日以内に、事件ファイルと証拠品とともに捜査摘要書を検察に送る

     

ラオス刑事訴訟手続チャート 
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検察（の長）による事件検討 
（152 条） 

事件の却下（終了） 
（152 条 1 項３号） 

事件手続の中止 
（152 条 1 項２号） 

捜査機関に事件ファイルを送る 
（152 条 1 項 1 号） 

検
察
庁
に
お
け
る
刑
事
訴
訟
の
手
続
き
過
程

 

事件ファイルの検討 
（167 条） 

検討のため事件ファイルを受理 
（164 条） 

裁判所に起訴 
（152 条 1 項 5 号及び 154 条） 

Œ 裁判所に送る前の平日３日以内に、被疑者又は弁護人に告知し、署名をもらう。署名しない場合はその

旨記録する（154 条３項） 
Œ 事件ファイルと証拠品を直ちに裁判所に送る（154 条最終項） 
Œ 直接起訴は４８時間以内、地方の場合は７日以内に起訴しなければならない（157 条から 159 条） 

Œ 検察庁の長の起訴状が必要 

Œ 起訴状受理後３０日以内に検討判決（165 条 1 項） 

Œ 直接起訴は、起訴状受理後 48 時間以内に検討判決（165 条２項） 

期日の決定 
（167 条 1 項３号及び 169 条）  

追加捜査又は追加起訴のため

検察に送付 
（167 条 1 項 1，２号） 

 

Œ 6 条及び 148 条に定める事由により事件手続を停止  

 

事件ファイルを受領後、1５日以内に検討  

Œ 捜査が完全でなく、追加捜査のため差し戻す 

Œ 146 条に定める事由がある場合捜査を一時停止  

 

不起訴 
（155 条） 

Œ ３年以下の自由刑が定められた少年犯罪 

Œ 他機関に送り、（児童保護法 52 条、刑法 53 条） 

３年以下の刑罰の場合 

Œ 捜査が完全でない、または重要な証拠が不足の場合、追加捜査（168
条）もし裁判所が事件ファイルを検察に差し戻したときは、追加捜査の期

限は 1 か月（168 条 3 項） 
-Œ 他に犯罪がある、または同一事件でまだ犯人がいる場合、追加起訴 
 
 

      

   

 

 

Œ 裁判所長の事件配点（任命）に従い、裁判官が検討 

Œ 次の検討のため裁判所長に提出 

-Œ 裁判長が事件を公判に付す命令を出す（169 条） 

Œ 公判開始前に、書記官が召喚状、招聘状を発し、公判の準備を行う（裁判所法 44 条） 

 

第
1
審
の
裁
判
所
に
お
け
る
刑
事
訴
訟
の
手
続
き
過
程

 

Œ 命令の変更、追加、取消又は強制措置の破棄 152 条 4 号 
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第
1
審
裁
判
所
に
お
け
る
刑
事
事
件
の
調
査
及
び
判
決
の
た
め
の
検
討

 

非公開室での審議 
（204 条） 

--判決宣告のため公判再開  
（206 条～209 条） 

-Œ 有罪と刑罰の判決（208 条 1 号）又は 無罪判決（208 条２号） 

Œ ２０日以内に控訴又は異議申立てをする権利がある。控訴又は異議申立てがあれ 

 ば、検討のため 控訴審裁判所に送らなければならない。（214 条 2 項） 

Œ 確定判決は、判決執行機関へ送らなければならない（235 条） 

Œ 審理の結果に基づく（２０４条 1 項） 

Œ- -多数決による表決（２０４条２項） 

Œ 判決案に署名（２０４条最終項） 

第一審公判の開始 

（185 条～188 条） 

Œ 書記官が（公判）規則を告知 （185 条） 

Œ 裁判長が検討事件を告知（186 条） 

Œ 合議体構成員の氏名を告知 （187 条）、忌避の権利を告知（188 条） 

 

Œ 検察は、有罪を示す証拠及び被告人の責任について説明する（２０1 条２項） 

Œ 被告人は、自らを擁護する意見を述べる（２０1 条３項）; 被告人、弁護士その他 

 の保護者は訴追事実について意見を述べる（２０２条 1 項） 

Œ 検察が論告（タレーン）をさせる（２０２条最終項） 

Œ 被告人は最終の意見陳述人となる（２０３条 1 項）  

Œ 裁判長は、公判の一時休廷を宣告 

公判における審理 

（192 条～199 条） 

Œ 審理前に検察の長が起訴状を朗読（193 条） 

Œ 裁判長が参加者に審尋（195 条～197 条） 

Œ 専門家（鑑定人）が意見を述べる（198 条） 

Œ 証拠の提出（199 条） 

Œ 事件の全ての状況について公判での審理が完了（200 条 1 項） 

 

 

 

公判における弁論 

（202 条） 

審理の中止又は延期 

（181 条） 

Œ 状況により公判を一時停止 

Œ1 回につき７日を超えない範囲で公判の延期  

 を決定（182 条） 
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控訴審における手続 
（211 条～224 条） 

控
訴
審
及
び
破
棄
審
に
お
け
る
訴
訟
手
続
き

 

Œ 事件ファイル受領日より４５日以内に検討しなければならない （216 条） 

Œ 第一審と同様の手続 （167、170，207 条） 

Œ- 控訴申立人又は検察が、控訴又は異議申立て理由を述べる（219 条２項） 

破棄審における手続 
（225－234 条 ）  

 

Œ 事件ファイル受領日より３０日以内に控訴審判決を検討（228 条） 

Œ 裁判長は、事件の状況、控訴審判決の内容、破棄申立書ないし異議申立書、事件に関す 

 る意見を報告する。最高検察庁は、事件担当者に尋ねる権限、公判で意見を述べる権限を 
 有する（229 条３項） 

--控訴要求又は異議申立 
（214 条） 

- Œ 第 1 審裁判の命令、決定に対し通知を受けた日から７日以内に控訴要求又は 

異議申立することができる。第 1 審の判決に関しては判決が読み上げられた  
日又は通知を受けた日から２０日間（２1４条２項） 

 

破棄要求 又は 異議申立 
（226 条） 

控訴審判決 
（222 条） 

Œ 第一審判決の認定 又は、変更し再判決若しくは、第一審判決を破棄し第一 

審に再判決を行うよう送り戻す或いは、第一審判決を破棄し被告人が無罪で 
あると判決を下す（222 条の 1 項） 

Œ 控訴審の命令、決定に対し、通知を受けた日から７日以内に破棄要求又は異 

議申立することができる。控訴審判決については、当該判決が読み上げられ 
た日又は通知を受けた日から４５日以内に破棄要求又は異議申立を行うもの 
とする。（226 条３項） 

破棄審判決 

（231 条） 

破棄要求、異議申立への不受理判決 又は 破棄要求、異議申立への却下判決をし、そ

して、その控訴審の判決を認定 又は控訴審の判決を破棄し、被告人が無罪とする判決

を下し 若しくは、 控訴審の判決の一部又は全部を破棄し、控訴審の元の合議体又は

新合議体に再審理行うよう事件ファイルを送り戻す。（231 条）  
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捜査機関においての刑事訴訟手続チャート 

捜査機関による捜査開始に至る原

因の捜査 

（86 条） 

- Œ 告訴又は通報がある（87 条）、告訴状又は通報を権 

限と役割を有する機関に検討するために送る（90 条 

1 項３号） 

 Œ 犯罪者の自首（88 条） 

 犯罪 痕跡 発見（ 条） 

 

 

 

 

裁判所へ直接起訴

（157 条） 
捜査開始命令 

（53 条 1 項４号 及び 91 条） 

捜査不開始命令 

（53 条 1 項４号 及び 93 条） 

Œ 拘束命令を発する場合（138 条 1 項）、現行犯逮捕  

 及び 緊急逮捕（140 条） 

  

 

 

 

 

捜査の活動 

（95 条） 

Œ 事件に関する十分な証拠がある（91 条 1 項） 

Œ 検察庁の長に報告（91 条２項） 

 

 

 

Œ 捜査不開始命令を告訴又は通報した個人又は組織に 

告知（93 条 1 項） 

 

 

 

 

Œ 捜査の各措置の活用：取調べ、事情聴取（115 条）、被疑者取調べ（116 条） 
対質（119 条）、識別 及び 確認（120 条）、財産の差押 又は保全（128 条）、 

現場検証（129 条）、検視、検死（131 条）、再現（1３4 条）、捜査の記録（100 条） 
召喚状（113 条） 
Œ 強制措置の活用：連行（137 条）、軟禁（144 条） 
Œ 各命令に関する要求：逮捕命令、仮勾留、保釈、家宅捜査（捜索）、職責停止（53 条 1 項８号） 

Œ 捜査期間：Major  offense （トサヌトード）については２ヶ月、重大な犯罪（カルトード） 
に関しては３ヶ月（110 条 1 項） 

Œ 捜査に関する各要求：捜査期間に関する要求、仮勾留の延長要求（53 条 1 項８号、110 条２項、111 条

2 項） 

Œ 証拠の検査及び評価（44 条） 
 
 

 
 

 

Œ 軽犯罪又は３年未満の自由刑  

を定めている Major offense  

（トサヌトード） 
（158 条 1 項） 

Œ 現行犯、被疑者の自白してい 

るなど証拠が完全である 
（158 条２項） 

Œ1５８条で定めている条件が 

揃った場合は捜査機関の長 
が事件ファイル、証拠品及 
び被疑者を検察庁に送らな 
ければならない 

 （159 条） 
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捜査をまとめ検察庁に送付 

（150 条） 

捜査の停止 

（146 条） 

事件の却下 

（148 条） 

Œ まとめた事件ファイル及び証拠品と共に、３日以内に 

 検察庁に送付する 
 

 

 

Œ 被疑者が手続きから身を隠れ、逃 

 走又は所在地不明 
Œ 犯人を特定できない 

Œ 被疑者が重病又は精神障害で医師 

 の証明がある 
 

 

 
Œ６条で定めているいずれかの事 

 由 がある 
Œ 被疑者が有罪であると証明でき 

  る証拠がない 
 

 

 



  

7 

 

 

 

  

 

 

  

 

  

  

 

  

     

   

 

 

っけん 

 

  

検察機関（庁）における刑事訴訟手続 

捜査開始に至る原因に関する捜査

機関の法執行をチェック 

（86 条） 

検察機関（庁）が捜査開始に至る

原因に関して捜査を行う 

（86 条） 

裁判所への直接

起訴 

（157 条、 

159 条） 

 

 

 

 

捜査開始命令 

（91 条） 

捜査不開始命令 

（93 条） 

捜査不開始命令 

（93 条） 

 

捜査開始命令 

（91 条） 

 

検察機関の権限と義務を履行する 

（151 条） 

捜査手続き 

（検察庁法 37 条 1 号） 

Œ 告訴又は通報がある（87 条） 

Œ 犯罪者の自首（88 条） 

Œ 犯罪の痕跡の発見（89 条） 

 

 

Œ 告訴又は通報を権限と義務のある機関に送り、検討させる（90 条 1 項３号） 

Œ 拘束（1３８条）、現行犯逮捕 及び 緊急逮捕（140 条） 

 

 

Œ 十分な情報なく捜査開始命 

令があった場合、検察 
機関は、取り消し命令を 
出すとともに、事件の却 
下命令を発付しなければ 
ならない 
（94 条２項） 

 

 

Œ 十分な理由なく捜査不開 

始命令があった場合、 
検察官は、取り消し命令 
を出し、そして自ら捜査 
開始命令を発付する 
（94 条３項） 

 

 

 

Œ 犯罪に関する十 

  分な証拠がある 
  場合 

（91 条 1 項） 

Œ 捜査機関の 

 長に送る 
（91 条２項） 

 

 

Œ 十分な情報証拠がない 
（92 条 1 項）又は  
事件手続きを終了させ 
る事由がある（６条） 

Œ 当事者に告知、当事者 
は告知受けた後公務日７

日以内に上訴可能（93 条） 
検察の長は 5 日以内に申請

を検討（93 条） 

Œ 逮捕命令、仮勾留、保釈、家宅捜査（検察庁法 43 条５号 及び 
151 条９号） 

Œ 捜査の期間の延長及び仮勾留期間の決定（検察法 43 条６号 及び 
151 条 1０号） 
Œ 必要な時に捜査を参加又は自ら捜査を行う（151 条６号 及び 
 検察庁法 43 条２号） 

Œ 捜査機関の不適切な命令を取り消し 
（検察庁法 43 条３号及び 151 条７号） 
Œ 手続きの法律に違反した捜査官に対し、捜査を中止させる 

（1５1 条 1２号 及び 検察庁法 43 条９号） 

 

 

Œ 捜査の各方法を使用 

（113 条～134 条） 

Œ 強制措置を使用：連行、逮捕、仮勾 

 留、保釈、軟禁、職責停止 
（137 条～145 条） 
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捜査をまとめ、検察機関に 

送る 

（150 条） 

捜査の一時停止（146 条） 

又は 

事件を却下（148 条） 

事件ファイルをまとめるための

検討 

（検察庁法 37 条 1 号） 

 

検察機関による事件の検討は 1５日以内に 

いずれかの命令を発付しなければならない 

（152 条） 

捜査官の不適切な措置の使用を 

変更、追加、取り消し又は破棄する 

（152 条４号 

及び 

検察庁法 43 条３号） 

 

事件ファイルを捜査機関に送り返す 

（152 条 1 項 1 号/153 条及び検察庁法 43 条 7 号） 

刑事事件手続きを停止 

（152 条 1 項２号 及び  

検察庁法 43 条９号） 

 

 
事件を却下（152 条 1 項３項、 

148 条 及び 検察庁法 43 条９号） 

裁判所に送らない事件 

（155 条） 

裁判所への起訴 

（152 条 1 項５号、154 条、検察庁法 

45 条と 46 条） 

公判に参加 

（刑訴法 174 条、検察庁法 48 条 1 項） 

Œ 捜査が十分でない 

 場合は追加捜査の 
 命令を発付 
 

 

 
Œ 犯罪者が特定できな 

い、逃走、重病又は 
精神的障害 
 

 

Œ 証拠が不十分 

（146 条 1 項２号）、告 

 訴できる時効が消滅 
 重大な事件でない場合の  
 和解 及び その他 

 

 

 Œ1５歳以上 1８歳未満による３年未  
満の自由刑で定めている犯罪は裁判 
所に送らない 

Œ 児童の権利と利益保護法に従って 
解決する（刑訴法 155 条、児童保護

法 52 条、刑法典 87 条 2 項） 

 

 

 

 

Œ 確実十分な証拠がある（152 条 1 項５号） 

Œ 平日３日以内に被疑者、被害者、民事原告、 

 民事責任者に告知しなければならない 
（152 条２項） 

Œ 起訴命令、事件ファイル及び証拠品を平日の 

 ３日以内に裁判所に送付しなければならない 
 （152 条４項） 

 

Œ 公判が法律に従って行われるかを監督（検察法 48 条 1 号） 
Œ 起訴、証拠提出、意見陳述（刑訴法 193 条、199 条、202 条 
Œ 裁判所判決をチェック（検察庁法 48 条２号） 
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確定した裁判所裁判の執行の監督 

（235 条及び検察庁法 52 条） 

下級裁判所及び同級裁判所の判決に対する控訴

要請又は異議申立 

（213 条、214 条２項及び検察庁法 48 条３号） 

控訴審の訴訟手続きに参加 

（174 条及び検察庁法 48 条 1 号） 

 

破棄審の訴訟手続きに参加 

（229 条 1 項及び検察庁法 48 条 1 号） 

Œ 裁判所の命令、決定、判決 及び確定判決（235 条）  

を法律の定めに完全に従って執行されたかに関して監 
督する。（検察庁法 51 条） 

 

 

Œ 証拠を提出、起訴状朗読（意見陳述）（218 条、219 条 2 項） 

Œ 判決への破棄要請 

（226 条、227 条 1 項及び検察庁法 48 条３号） 

 

 



  

10 

 

 

 

 

 

  

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

  

 

人民裁判所における刑事手続チャート 

事件受理の手続き 

（164 条） 

裁判所による事件検討 

（167 条） 

公判を開く日程を決定 及び  

事件を公判に付す命令 

（167 条 1 項３号 及び 169 条） 

事件ファイルを検察庁に 

差し戻す 

（167 条 1 項 1，２号  

及び 168 条） 

Œ 検察庁の長による起訴がある場合に限り、事件ファイルを受理することができる（164 条） 

 

Œ 事件ファイルをチェック 
Œ 捜査手段及び強制手段の行使（166 条） 

Œ 検察庁の長から起訴状を受理した後、３０日以内に事件を検討判決しなければ 
ならない（165 条 1 項） 

Œ 直接起訴の事件の場合、受理後４８時間以内に検討しなければならない 
（165 条最後項） 

 

Œ 捜査が不完全な場合は追加 

捜査を行う 
Œ 被告人に他の起訴されて 

 ない犯罪がある場合 
又は起訴されていない他の 
犯罪者がいる場合、追加起 

 
 

Œ 裁判所長は事件を公判に付す命令を 

 出さなければならない（169 条） 
Œ 公判の前に書記官は召喚状、招聘状を発付する 

  など公判の準備しなければならない（62 条） 
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公判での審理 

（192 条～199 条） 

公判審理の中止及び延期 

（181 条） 

公判開始手続 

（185 条～188 条） 

Œ 公判開始に関する手続（185 条） 

1. 書記官が、公判規則を告知する 
2. 書記官が、公判参加者を告知する 
3. 書記官が、審理のために合議体に事件ファイルを渡す 
4. 裁判長が、公判開始宣言をし、事件を審議する命令を読み上げる 
5. 裁判長が、被告人に訴追内容を受領しているかどうか尋ねる 
Œ 裁判長が、公判に付された事件を告知（186 条）；合議体、書記官、検察庁の長の名前を告知

（187 条）；当事者に忌避する権利を告知し、被告人の意見を尋ねる（188 条） 

 

Œ 中止とは何らかの状況により 
公判が一時的に中断することを 
いう 

Œ 延期とは事件の審理日を他の日 
 に延期する決定をいう 
Œ 一回の延期は決定日から７日間 
 を超えることはできない 
 （182 条） 

 

Œ 検察庁の長が被疑者に対する起訴状を朗読（193 条） 

Œ 裁判長、合議体、検察庁の長、弁護人 又は その他の保護者による質問（194 条） 

Œ 裁判長が被告人に尋ねる（195 条 1 項）、複数の被告人がいる場合、各人に質問しなけれ 

ばならない（195 条２項） 

Œ 合議体が被害者、民事原告、民事責任者、弁護人 又はその他当事者の保護者に質問しなけ 

 ればならない（196 条） 

Œ 証人尋問を一人一人別々に行わなければならず、証人が複数の場合は、証人の分別をし、 

尋問を受けている他人の証言内容を知らないようにしなければならない（197 条） 

Œ 専門家 又は 熟練者による鑑定意見陳述（198 条） 
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公判での弁論 

（202 条） 

公判での判決宣言 

（206 条～209 条） 

非公開室での評議 

（204 条） 

裁判所の確定判決の執行手続 

（235 条～237 条） 

Œ 検察庁の長による説明（201 条２項） 

Œ 被告人の自ら擁護する弁論（201 条３項） 

Œ 被告人、弁護人又はその他の保護者による公訴事実についての意見を陳述 

 （202 条 1 項） 

Œ 検察庁の長による論告（202 条最終項） 

Œ 被告人による最終陳述（203 条 1 項） 

Œ 非公開室での評議のために、公判の一時休廷（２０３条最終項） 

 

 

 

Œ 最も経験の浅い裁判官から意見を述べ、裁判長は最後に意見を投じる、 

多数決原則、多数意見に反対する者は、その意見を書面に表し、事件ファイルにとどめることができる 
（204 条２項） 

Œ 合議体は、非公開室において、判決案に署名しなければならない（204 条最終項） 

 

Œ 有罪判決（208 条 1 号） 

Œ 無罪判決（208 条２号） 

 



  

13 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

  

控訴要請 及び 異議申立 

（214 条） 

控訴審における訴訟手続 

（211 条～224 条） 

控訴審裁判所の判決 

（222 条） 

 

破棄要請 又は 異議申立 

（226 条） 

Œ 第 1 審裁判所の命令、決定に対し、通知を受けた日から７日以内に控訴要請又は異議申立可能。第 1 審  

 判決に関しては、その判決が読み上げられた日又は通知を受けた日から２０日間以内とする（214 条２項） 

 

Œ 第 1 審裁判所を通じて（215 条）控訴審裁判所に控訴要請又は異議申立（214 条 1 項）を提出しなければならない 

Œ 事件ファイル受領の日から４５日以内に、その訴訟事件を審議し判決をしなければならない（216 条） 

Œ 第 1 審裁判所での訴訟事件審議に関連する規制と同様に行なわなければならない（219 条 1 項） 

Œ 控訴要請者又は控訴審の検察庁の長に自らの控訴要請又は異議申立の理由について述べさせる（219 条２項） 

Œ 新たな証拠がある場合、裁判所は、控訴審検察庁の長及び公判に参加した人に通知しなければならない（219 条３項） 

Œ 控訴審は法的正当性及び判決の理由の面で判決を調査する（220 条 1 項） 

Œ 第 1 審の検察の長の異議申立と控訴検察の長の合意がある場合を除き、被告人に対する刑の軽減を判決する権利を有する

が、元より刑を重くする権利はない（220 条２項） 

 

Œ 第 1 審判決を確定する判決を下す 又は変更し、再判決を行う 又は破棄し第 1 審 

裁判所に再判決させるよう差し戻し 又は 第 1 審の判決を破棄し被告人を無罪

とする判決を下す（222 条 1 項） 

Œ 控訴審裁判所の命令、決定につき、通知を受けた日から７日以内に、破棄要請又は 

異議申立の権利を有する。控訴審判決については、当該判決が読み上げられた日又 
は通知を受けた日から４５日以内に、破棄要請又は異議申立を行うものとする 
（226 条３項） 
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破棄審における訴訟手続 

（225 条～234 条） 

破棄審裁判所の判決 

（231 条） 

Œ 破棄要請又は異議申立（226 条２項）は控訴審裁判所を通じて破棄審裁判所へ提出しなければならない（227 条） 

Œ 事件ファイル受領の日から３０日以内に、その訴訟事件を審議し判決しなければならない（228 条） 

Œ 裁判長又は担当の構成員は、訴訟事件の状況、関連する命令、決定又は判決、破棄要請又は異議申立の内容、並びに訴

訟事件に関する自ら意見を報告するものとする（229 条３項） 

Œ 他の構成員、検察庁の長は、その訴訟事件の報告の担当者に質問することができる（229 条３項） 

Œ 検察庁の長がタレーン（陳述）を行ってから、裁判長は、非公開会議室で審議判決するために公判の一時閉廷を宣言

し、そして、裁判長が公判にて判決を読み上げる（229 条最後項） 

Œ 破棄審裁判所は、破棄要請又は異議申立において提示された法的側面に関連する問題のみ審議する責務を有し、訴訟事

件 問題について審議しないものとする（233 条） 

Œ 破棄要請又は異議申立を受理しない判決 又は 破棄要請又は異議申立を 

取り消し、控訴審裁判所の判決を認める 又は 控訴審判決を破棄し被告人に無罪 
の判決を下す 又は 控訴審判決に対し部分的に又は全体的に破棄し、控訴審の新 
合議体又は前の合議体に再審議させるよう事件ファイルを差し戻す（231 条） 
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刑事訴訟手続における弁護士の参加チャート 

捜査開始命令発付前の弁護士の参加 

（71 条 1‐3 項、弁護士法 19 条） 

捜査開始命令発付後の弁護士の参加 

（71 条 1‐3 項、弁護士法 19 条） 

捜
査
機
関
に
お
け
る
刑
事
訴
訟
の
手
続
き
過
程

 

 

Œ 弁護人は、任命された日又は依頼人、その当事者の家族、組織に書面で依頼された日から刑事訴訟手続に参加できる 
（７1 条２項、弁護士法 19 条） 

Œ 被疑者の訴訟の弁論において代表する権利がある。（1４条 1 項） 
Œ 被疑者が拘束、逮捕又は仮勾留後、本人の要請により、面会することができる（７1 条３項 1 号 及び 弁護士法 20 条 1
号） 
Œ 保釈の申出をする（刑訴法 64 条 2 項 6 号、71 条 3 項 9 号、弁護士法 20 条 9 号） 

Œ 弁護人の選任又は選任申請を受理する（53 条 1 項７号、71 条３項 11 号 及び 弁護士法 20 条 12 号） 

Œ 被告人の訴訟の弁論において法律面の支援を与えるため、代理となる権利がある（14 条 1 項） 

Œ 依頼人になる者 又は 依頼人が拘束、逮捕又は仮勾留後、本人の要請により、面会する（７1 条３項 1 号、弁護士法 20

条 1 号） 

Œ 依頼人の召喚状を受け取る（７1 条３項 1２号、弁護士法 20 条 11 号） 

Œ 依頼者の供述の聴取の前に、自分の権利と義務に関する告知を受ける（116 条２項、139 条５項） 

Œ 依頼人に対する被疑事実を知る、及び依頼人の事情聴取に立ち会う（71 条３項２号、弁護士法 20 条 2 号） 

Œ 証拠と証人を提出する（71 条３項４号、弁護士法 20 条４号） 

Œ 依頼人の保釈、仮釈放を申請する 及び その他の申請（71 条３項９号、弁護士法 20 条９号、刑訴法 65 条２項４号） 

Œ 捜査官、専門家、熟練者 又は通訳人の忌避を求める（71 条３項５号、弁護士法 20 条５号） 

Œ 関係担当官の適正でない、あるいは適切でない行為について異議を申し立て、又は訴える（71 条３項７号、弁護士法 20 

条７号） 
Œ 捜査機関の長、検察庁の長の命令に対し、抗告、上訴し、取り消しを求める（71 条３項８号、弁護士法 20 条 8 号） 

Œ 事件ファイルの書類を閲覧し、コピーし、あるいは書き写す（71 条３項３号、弁護士法 20 条３号） 
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検
察

庁
に

お
け

る
訴
訟

手
続

き
過

程
 

検察庁の手続き過程における弁護士の参加 

 

Œ 法律により死刑が規定された犯罪 及びその他の法律が定める犯罪において、弁護人として選任（71 条３項 11 号、 

弁護士法 20 条 12 号） 

Œ 被告人の訴訟の弁論において代表する権利がある 及び 法的支援を行う権利がある（14 条 1 項） 

Œ 依頼人の召喚状を受け取る（71 条３項 1２号、弁護士法 20 条 11 号） 

Œ 依頼人になる者 又は 依頼人が拘束、逮捕又は仮勾留後、本人の要請により、面会する（71 条３項 1 号、弁護士法 20 条

1 号） 

Œ 証拠と証人を提出する（71 条３項４号、弁護士法 20 条４号） 

Œ 依頼人の保釈、仮釈放を申請する 及び その他の申請（71 条３項９号、弁護士法 20 条９号、刑訴法 65 条２項４号） 

Œ 保釈された依頼人を検察庁に連れてくる協力をする（71 条３項 1０号、弁護士法 20 条 10 号） 

Œ 検察官、専門家、熟練者 又は通訳人の忌避を求める（71 条３項５号、弁護士法 50 条５号） 

Œ 関係担当官の適正でない、あるいは適切でない行為について異議を申し立て、又は訴える（71 条３項７号、弁護士法 20 

条７号） 
Œ 依頼者に対する告訴状の告知を受け、受領サインをした後、平日３日以内に事件ファイルを裁判所に送る（154 条３項） 

Œ 検察庁の長の命令に対し、抗告、上訴し、取り消しを求める（71 条３項８号、弁護士法 20 条 8 号） 

Œ 事件ファイルの書類 又は 検察の陳述書（カムタレン）の内容を閲覧し、コピーし、あるいは書き写す権利を有する 

（71 条３項３号、156 条２項、弁護士法 20 ページ条３号） 
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裁判所の手続き過程における弁護士の参加 

 

裁
判

所
に

お
け

る
訴
訟

手
続

き
過

程
 

 

公判開始前の参加 
Œ 法律により死刑が規定された犯罪 及びその他の法律が定める犯罪において、弁護人として選任（71 条３項 11 号、 

弁護士法 20 条 12 号） 

Œ 被告人の訴訟の弁論において代表する権利がある 及び 法的支援を行う権利がある（1４条 1 項） 

Œ 依頼人の召喚状を受け取る（71 条３項 1２号、弁護士法 20 条 11 号） 

Œ 依頼人になる者 又は 依頼人が拘束、逮捕又は仮勾留後、本人の要請により、面会する（71 条３項 1 号、弁護士法 20 条

1 号） 

Œ 証拠と証人を提出する（71 条３項４号、弁護士法 20 条４号） 

Œ 自分の依頼人の保釈、仮釈放を申請する（71 条３項９号、弁護士法 20 条９号） 

Œ 保釈された依頼人を裁判所に連れてくる協力をする（71 条３項 1０号、弁護士法 20 条 1０号） 

Œ 裁判官、専門家、熟練者 又は通訳人の忌避を求める（71 条３項５号、弁護士法 20 条５号） 

Œ 事件ファイルの書類 又は 検察の陳述書（カムタレン）の内容を閲覧し、コピーし、あるいは書き写す権利を有する 

（71 条３項３号、156 条２項、弁護士法 20 条３号） 

Œ 公判開始前に書面での裁判所に弁論（カムタレン）を提出しなければならない（178 条 1 項） 
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公判での参加 
Œ 被告人の訴訟の弁論において代表する権利がある 及び 法的支援を行う権利がある（14 条 1 項） 

Œ 保釈された依頼人を裁判所に連れてくる協力をする（71 条３項 1０号、弁護士法 20 条 1０号） 

Œ 合議体、書記官、検察庁の長 又は 検察庁の代表者、専門家、熟練者 又は 通訳人の忌避を求める 

（71 条３項５号、188 条 1 項、弁護士法 20 条５号） 

Œ 公判での証言を述べる権利がある（92 条５項） 

Œ 証拠と証人を提出する（71 条３項４号、弁護士法 20 条４号） 

Œ 審理が行っている際、依頼人の防衛権と利益に関する事件の状況について、質問をし、問題を提起する権利を有する 

 (195 条５項) 

Œ 公判における審理（タイスワン）において、意見を述べ、他の参加者に質問する (71 条３項６号、弁護士法 20 条６号) 

Œ 物的証拠に関して意見を述べる（公判審理 タイスワンの時に物的証拠が提出された場合）（199 条） 

Œ 公判での弁論において、依頼者の権利 及び 利益を守るために意見を述べる権利を有する（201 条４項） 

Œ 公訴事実について意見を述べる（202 条 1 項） 

Œ 人民裁判所の命令、決定、判決 及び 審決に対し、抗告、上訴し取り消しを求める 

（71 条３項８号、弁護士法 20 条８号） 

Œ 裁判所の裁判に対し控訴要求する権利を有する（212 条 1 項） 
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刑事手続きにおける被疑者（プートゥークソンサイ）の参加 

捜査機関が捜査する 捜査を開始させる原因

（刑訴法 86 条） 

捜査開始命令発出 

（刑訴法 53 条 1 項 4 号、91 条） 

捜査不開始命令発出 

（刑訴法 53 条 1 項 4 号、93 条） 

 

裁判所への直接起訴

（刑訴法 157 条） 

自己に対する疑義事実内容を知る（刑訴法 64 条 2 項 1 号） 

自身の権利と義務について説明を受ける（64 条 2 項 2 号） 

自身の被疑事実について説明または供述をする（64 条 2 項 3 号） 

証拠を提出する（64 条 2 項 4 号） 

捜査機関及び検察の正当でない行為を訴える（64 条 2 項 5 号） 

法律が 3 年以下の自由刑を定める中犯罪(トーサヌトート)について、

保釈の申出をする（64 条 2 項 6 号） 
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刑事手続きにおける被疑者（プートゥークハー）の参加 

捜査機関が捜査開始命令を発出す

る場合 

（53 条 1 項 4 号、91 条） 

検察庁が捜査開始命令を発出する

場合 

（56 条 1 項 3 号、91 条） 

- 被疑事実を告げられ、対応する（65 条 2 項 1 号） 

- 事件防御の際の被疑者の権利義務について説明を受ける（65 条 2 項 2 号） 

- 供述し、証拠を提出する（65 条 2 項 3 号） 

- 保釈申請その他の請求をする（65 条 2 項 4 号） 

- 捜査開始に関する書類、自己の証言記録、強制手段の利用、変更、取消しに関する命

令、中止命令、捜査摘要書、検察庁の長の起訴状、カムタレーン(意見書)、却下命

令、その他この法律で定める訴訟手続に関する書類及び命令を受領する（65 条 2 項 5

号） 

- 事件ファイルを閲覧し、コピー又は書き写す（65 条 2 項 6 号） 

- 防御のため、弁護人その他の保護者を選任し、接見する（65 条 2 項 7 号） 

- この法律 52 条 1 号、2 号に規定する手続担当者、専門家、熟練者、通訳人について、

忌避を求める（65 条 2 項 8 号） 

- 適正でないと認めた捜査機関の長、捜査官、検察庁の長、検察官の行為又は命令発付

に対して、訴える（65 条 2 項 9 号） 

- 捜査機関の長、検察庁の長の命令に抗告し、取消し(破棄)を求める（65 条 2 項 10

号） 

事件ファイルの検討まとめ

（検察庁法 37 条） 
捜査の中止（146 条）または

事件棄却（148 条） 
捜査摘要書をまとめ検察庁

に送付する（150 条） 
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刑事手続きにおける被告（ジャムルーイ）の参加 

第一審 （164 条） 

控訴審 （211-224 条） 

- 起訴状を通知され、訴追に対応する（66 条 2 項 1 号） 
- 事件防御の際の被告人の権利義務について説明を受ける（66 条 2 項 2 号） 
- 事件防御の際、弁護人又はその他の保護者を選任し、接見する（66 条 2 項 3 号） 
- 供述し、訴追に対応し、証拠を提出する（66 条 2 項 4 号） 
- 公判において、説明し、質問に答える（66 条 2 項 5 号） 
- 事件記録を閲覧し、書類をコピー、書写し、請求をする（66 条 2 項 6 号） 
- 公判に出廷する（66 条 2 項 7 号） 
- この法律 52 条 2 号、3 号に規定する手続担当者、専門家、熟練者、通訳人の忌避を

求める（66 条 2 項 8 号） 
- 弁論について意見を述べる、及び公判において、最終陳述を述べる（66 条 2 項 9

号） 
- 裁判所の裁判書(判決書)を受け取る（66 条 2 項 10 号） 
- 裁判所の裁判書(判決書)に控訴、上告する（66 条 2 項 11 号） 
- 法令で定めるその他の権利を行使する（66 条 2 項 12 号） 

確定判決の判決執行手続（235－
237 条） 

破棄審 （225-234 条） 

第一審裁判所の命令・処分に対し、控訴要請及び異議申立の権利は、通知を受けた日

から 7 日以内に行なうこと。第一審裁判所の判決に対し、控訴要請又は異議申立の期

限は、その判決が読み上げられた日又は通知を受けた日から 20 日間である。（214 条

2 項） 

控訴審裁判所の命令、処分につき、通知を受けた日から 7 日以内に、破棄要請又は異

議申立の権利を有する。控訴審裁判所の判決については、当該判決が読み上げられた

日又は通知を受けた日から 45 日以内に、破棄要請又は異議申立を行うものとする。

（226 条 3 項） 
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改正刑事訴訟法チャート日本語訳 2022年版 

2014年マノデートチュンタヴォン氏の旧刑事訴訟法日本語訳を元に、改訂部分を川村仁

（JICA法の支配発展促進プロジェクト専門家）が 2022年 5月翻訳した。 

・特に法律名の記載のない条文は、改正刑事訴訟法の条文である。 
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